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1. 大学・公的機関における研究開発に関す
るデータの整備

　「客観的根拠（エビデンス）に基づく政策のための
データ・情報基盤」シリーズでは、「NISTEP データ・
情報基盤」で構築・公開されている主要なコンテンツ
を紹介している。第一回の NISTEP 企業名辞書1）に続
いて、この第二回では NISTEP 大学・公的機関名辞書
を取り上げる。
　「NISTEP データ・情報基盤」の中の「大学・公的機
関における研究開発に関するデータ整備」2）は、個別
機関（及びその組織）、セクター、国などの各レベル
で研究開発の実態把握を行うための基礎となるデー
タの整備を行うものである。機関レベルで自機関と他
機関の論文等の比較を行いたいと考えているリサー
チ・アドミニストレーター、機関やセクターレベルで
政府の研究開発投資の成果や研究開発システムに与
える影響を定量的・構造的に分析したいと考えてい
る研究者等による活用を想定している。
　本稿では、その中核的役割を担う NISTEP 大学・公
的機関名辞書（以下「機関名辞書」という）に収録し
ている情報、各種データの公開や活用方法について述
べる。

2. 機関名辞書とは
２-1　機関名辞書の必要性と課題
　我が国における研究開発の動向を把握し、研究開発
に関する方針や政策を検討するための情報源として
は、様々なデータが存在する。しかし、これらの情報
源を用いて機関レベルにデータを整理・分析しよう
とすると、機関名表記のゆらぎ、下部組織情報の不
足、機関の変遷の把握の困難さ、セクター情報の不足
などの問題点に直面する。
　機関名辞書の構築と公開は、以上の問題点に対処す
るための一つの回答であり、研究開発を行う国内の主
要な機関についての基本的情報を系統的・継続的に
取得し、アーカイブ化することを目標としている。機
関名辞書の目的や特徴については、別途詳しい報告が
ある3、4）。

２-2　収録する情報とその特徴
　「大学・公的機関名辞書」という名のように、大学
等（短大、高専、大学共同利用機関を含む）と公的機
関（国の機関及び国立研究開発法人等（独立行政法
人、特殊法人を含む）を指す）は網羅的に収録する
が、研究を行う地方公共団体の機関、民間企業、非営
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査・収集を行っている。大学等と公的機関については、
毎年時期を決めて網羅的調査を実施する。代表機関の
存続については官公庁のサイト等にあるリストで確認
し、下部組織の新設、改廃、名称変更については各代
表機関のサイトで調査する。その際英語名の確認も行
う。また、論文データベース中の機関名寄せ（3-2 参
照）において、機関同定ができなかったデータ等を点
検し、必要な場合、辞書への機関や組織の追加、英語
表記名の追加を行う。民間企業については、NISTEP
企業名辞書との接続（3-2 参照）により変遷情報を入
手する。地方公共団体の機関や非営利法人については、
それぞれ数年に一度網羅的な調査を実施している。

利法人等もできるだけ含めている。
　機関名辞書の特徴として、独立した機関（「代表機
関」と呼ぶ）のみならず、主な下部組織も収録対象と
する。32 の大学については大学直属の下部組織を網
羅的に収録するほか、他の大学についても、病院と共
同研究・共同利用拠点となっている組織を収録対象
とする。このほか、4 つの大学共同利用機構の下部研
究所、大規模な国立研究開発法人の下部組織、国立病
院機構や地域医療機能推進機構等の各病院などを収
録する。
　もう一つの特徴は、統廃合や名称変更があって非現
存となった機関（下部組織を含む）も保持し、継承の
機関（組織）がある場合はそれと関係づけをしてい
ることである。最近は、大学等、公的機関、企業を問
わず、機関や組織の統廃合や改組が頻繁に行われるの
で、この種の情報は、機関の活動を時系列で追跡する
ときの困難さを軽減すると考えられる。
　現在公開している機関名辞書 ver.2018.2 に収録
されている機関数は図表 1 の通りである。図表 2 に
主な収録情報項目を示す。産学官よりも細かなセク
ター情報を付与しているので、詳細なセクター別の分
析が可能となっている。
　機関や組織の変遷に対応するため、きめ細かいデー
タの更新が必要であり、いろいろな方法でデータの調

図表 1　機関名辞書への収録機関数

注）短期大学は国立短大、公立短大、私立短大の合計、高等専門学校は国
立高専、公立高専、私立高専の合計、非営利団体・その他は非営利団
体とその他の合計である。

3. 各種データの公開
3-1　機関名辞書の公開
　機関名辞書は、参考文献 2）に示すサイトで公開
されている。2012 年 12 月に最初の版を公開して以
降適宜更新しており、現在は ver.2018.2 である。ま
た、機関の名称データは、別途「大学・公的機関名英
語表記ゆれテーブル」（以下「表記ゆれテーブル」と
いう）として同じサイトから公開しており、公開辞書
には和英の正式名のみを含む。詳細については、それ
ぞれの利用マニュアル5、6）を参照されたい。公開して

いる機関名辞書のイメージを、図表 3 に示す（スペー
スの都合により一部の項目を省いている）。

3-2　機関名辞書と外部情報源との接続情報の公開
　機関名辞書の利用の便宜を図るために外部情報源と
のリンク付けを行い、その結果についても公開してい
る。図表 4 はこの接続のイメージを示したものである。

（論文データベースとの接続テーブル）
　機関名辞書を用いて、代表的な引用索引データ
ベ ー ス で あ る Web of Science Core Collection 

図表 2　機関名辞書の主要な収録情報
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図表 3　公開している NISTEP 大学・公的機関名辞書（一部）

（WoSCC）及び Scopus の著者所属機関データの機
関同定（名寄せ）を継続的に行っている。それぞれの
データベースの提供元の了解を得て、その結果を「機
関名辞書 -WoSCC 対応テーブル（ver.2017.1）」、

「機関名辞書 -Scopus 対応テーブル（ver.2018.1）」
として、参考文献 2）に示すサイトで公開してい
る。前者は WoSCC に収録された 1998-2015 年
の論文データ、後者は Scopus に収録された 1998-
2016 年の論文データとの対応をとっている。詳細
はそれぞれの説明書7、8）を参照されたい。これらの名
寄せの結果は、科学技術・学術政策研究所（NISTEP）
の種々の調査研究に利用されている9〜11）。

（NISTEP 企業名辞書との連携）
　本シリーズの前回記事1）にも述べられているよう
に、機関名辞書は NISTEP 企業名辞書とのリンクを
とっている。「NISTEP 大学・公的機関名辞書との接
続テーブル（ver.2018.1）」において機関名辞書の機
関 ID と企業名辞書 ID の対応を示すほか、それぞれ
の辞書の中にお互いの ID を収録している。NISTEP
企業名辞書に含まれている情報や、特許データ等との
対応テーブルを活用することで、分析の幅を広げるこ
とが可能となる。

図表 4　機関名辞書と外部情報源との接続のイメージ

4. 機関名辞書の活用事例
　機関名辞書は、我が国の主要な研究機関についての
基本的な情報を収録した辞書として活用できる。ま
た、3. に述べた接続情報により、外部データと組み
合わせた種々の利用も考えられる。ここではその例を
幾つか挙げてみる。

4-1　機関名辞書単独の利用
（1）機関の典拠として
　種々の研究データを機関別に分類するときの典拠
辞書としての利用がある。英語名を含むので外国の文
献にも利用でき、実際に幾つかの機関で活用されてい
る。例えば、筑波大学の池田らが提案している雑誌評
価指標 iMD（index for Measuring Diversity）の算
出の基になっている著者所属機関の分類に、機関名辞
書が利用されている12）。また、政策研究大学院大学、
NISTEP、科学技術振興機構（JST）が共同開発して
いる SPIAS（研究資金投入と成果のデータを接続して
イノベーション・プロセスを分析・可視化するシス
テム）での機関名寄せにも利用されている。

（2）下部組織の情報源として
　機関名辞書は多数の下部組織も収録している（図表
1 参照）。特に、32 の大学では、収録する下部組織を
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次の 10 種に分類し、階層関係も付けているので、系
統的な整理ができる：学部；大学院；学部・大学院
統合；専攻科・別科；教員組織；研究所；研究所（拠
点）；全学組織；全学組織（拠点）；病院。

（3）機関・組織の変遷の情報源として
　機関や組織の変遷情報（変遷のあった日付、変遷の
種別、継承機関）により、複雑な変遷関係をたどるこ
とができる。図表 5 は、機関名辞書に収録される 32

大学の下部組織数を、2013 年（下部組織の網羅的収
録を開始した年）と 2018 年の間で比較したもので
ある。増加した組織には、この間に新設されたものだ
けでなく、それ以前から存在していたものを追加した
場合もあるが、それを考慮しても頻繁な組織変更が行
われていることが分かる。また、図表 6 は、国立研究
開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（NARO）
の各研究部門の、農林水産省の研究所であった時代以
来の変遷を図示したものである。

図表 5　機関名辞書に収録された 32 大学の下部組織数

図表 6　国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（NARO）の研究部門の変遷

出典 : NISTEP 大学・公的機関名辞書を用いて筆者が集計（2013 年は内部保存版、2018 年は ver.2018.2）。

出典 : NISTEP 大学・公的機関名辞書（ver.2018.2）を用いて筆者が作成。

4-2　対応テーブルの利用、及び外部データと接続し
ての利用

（1）WoSCC、Scopus との対応テーブルの利用（高
精度の機関検索と機関成果分析）
　3-2 に述べた「機関名辞書 -WoSCC 対応テーブ
ル」又は「機関名辞書 -Scopus 対応テーブル」は、
これら単独でも、機関や組織の研究アウトプットの分
析がある程度できる。図表 7 と図表 8 に、機関名辞書
-WoSCC 対応テーブル（ver.2017.1）を利用した例
を示す。図表 7 は 1998〜2015 年の期間に同定され

た機関をセクター別に集計したものである。対応テー
ブルのレコード数の単純集計結果によるので、1 論文
内で同じセクターの異なる機関や組織が複数同定さ
れた場合、その数が重複してカウントされている。図
表 8 はよりミクロレベルに大学の組織別同定レコー
ド数を求めた結果で、京都大学の例である。これらは
いずれも、6 年ずつに区切った各期間の累積レコード
数を表す。
　更に、これらのテーブルによって、WoSCC や
Scopus をより精度よく利用することができる注。機
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関（あるいは組織）による検索を行うとき、機関名
を入力しなくても、対応テーブルからその機関の ID
に紐付いたデータベース記事 ID を取り出し、データ
ベースと照合すればよい。この方法により、データ
ベース中の機関名表記のゆれに起因する検索漏れを
大部分防ぐことができる。また、検索してダウンロー
ドした結果を機関・組織レベルで分析する際にも、こ
の対応テーブルは有効である。

（2）企業名辞書との対応テーブルの利用（特許と論
文を結びつけた企業分析）
　前号の記事1）に述べられているように、NISTEP 企
業名辞書は、企業データ、特許データ等外部の多くの
情報源との接続テーブルを持つ。したがって、「NISTEP
大学・公的機関名辞書との接続テーブル」（3-2 参照）
を介して、機関名辞書と企業名辞書自体のほか、それら
の外部情報源とも接続することができる。図表 9 は、
参考文献 1）の図表 8 に示された新日鐵住金（株）関係
の特許出願データに、「機関名辞書 -WoSCC 対応テー
ブル」から得られた論文生産データを組み合わせたも
のである。特許と論文はおおむね似た推移を示してい
るが、論文は研究遂行時から遅れて発表されることも
あるため、2012 年の合併後も旧社名での発表が見ら
れる。

（3）その他の外部データとの接続（名寄せ・分類等）
　図表 4 に示したように、機関名辞書を研究インプッ
ト情報と結びつければ、より多様な応用が考えられる。

図表 7　機関同定レコード数のセクター別集計の推移
　　　　（整数カウント）

図表 8　大学の組織別同定レコード数：京都大学の例
　　　　（整数カウント）

図表 9　新日鐵住金（株）の特許出願数と論文発表数の推移

出典 : WoSCC-NISTEP 大学・公的機関名辞書対応テーブル（ver.2017.1）
を用いて筆者が集計。図表 1 と同様にセクターをまとめている。

出典 : WoSCC-NISTEP 大学・公的機関名辞書対応テーブル（ver.2017.1）
及び NISTEP 大学・公的機関名辞書（ver.2018.2）を用いて筆者が
集計。非現存組織は継承組織に統合している。

出典 : WoSCC-NISTEP 大学・公的機関名辞書対応テーブル（ver.2017.1）
及び企業名辞書からの提供データを用いて筆者が集計。

例えば、国立情報学研究所が提供する科学研究費助成
事業データベース（KAKEN）とリンクさせれば、機関
の研究資金取得データを分析することができる。
　機関名辞書及び表記ゆれテーブルは、より簡便な
方法で、いろいろな情報源に現れる機関の識別、名
寄せ、分類等に用いることが可能である。天野らは、
生物系実験材料名及びその提供機関名の辞書の作成
や、当該辞書を利用しての生物系実験材料の利用影

注 WoSCC の利用にはクラリベイト・アナリティクス社との、Scopus の利用にはエルゼビア社との契約が必要である。
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響度の測定に、大学・公的機関名辞書を利用してい
る13）。また、山下らは、特許における論文引用の所
属機関分類に、WoSCC- 機関名辞書対応テーブルを
利用した14）。

5. おわりに
　NISTEP では、今後 2〜3 年間の機関名辞書の目標
として、次の 2 つを考えている。一つは、収録する情
報（特に下部組織の変遷情報）の一層の充実のため、
収録対象機関との連携を進めることである。NISTEP
だけの力では情報の収集・確認に限界がある。下部
組織情報を網羅的に収録している大学を現在の 32

より広げるには、大学との連携が不可欠と考えられ
る。今後種々の機関の御協力をお願いしたいと考え
ている。
　もう一つの目標は、データベースとの対応テーブル
の作成に用いている名寄せプログラムの公開である。
公開することにより、利用機関でそれぞれの目的に応
じたカスタマイズをすることも可能となる。この目標
に向けて、プログラムのモジュール化等、分かりやす
さとユーザビリティの向上のための検討を開始した
ところである。
　この記事をお読みになった方が、機関名辞書の活用
に関心を持たれれば幸いである。必要な場合は、data-
infra@nistep.go.jp に御相談いただきたい。
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